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し始め，その対策として 2008 年 6 月に国連安保理決議 1816 号が採択され国際的な海賊対策が始
動した．海事機関や各国海軍による海賊阻止行動が行われたにも拘わらず，海賊はハイジャック
した商船を母船に使用するなど活動形態を変えて行動範囲を拡大し，2009 年から 2011 年までは
世界全体の半数を超える海賊被害がソマリア沖・アデン湾で生じた．2012 年以降，同海域での海
賊被害は大きく減少しているが，依然として危険海域であることに変わりはない． 
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った Hastings(2009)の他，Sullivan(2010)，Fu et al(2010)，Notteboom(2012)，One Earth Future 
Foundation(2013)により研究されてきた．また，船舶航行の観点からは，AIS(Automatic 
Identification System)の情報を用いてソマリア・アデン湾の危険海域における船速を調査した West 



































表 1.1 犯罪抑止の 3 要素 
























































 現代における海賊行為(Piracy)については，1982 年発効の国連海洋法条約 UNCLOS(United 
Nations Convention on the Law of the Sea)に以下のとおり規定されている． 
 

























世界の海賊関連情報を収集・発表している IMB の報告によれば，2013 年における全世界の海賊
事案の発生件数は 264 件であり，前年に引き続き減少した．海域ごとに見ると，ソマリア沖・アデ




































































図 2.2 2005 年から 2013 年までの海賊出没位置．  
  
2005 年 2006 年 






































住民から庇護・支持されている集団．海賊事件の摘発を困難にしている要因の 1 つである． 
  
                                                  
1 海賊行為の分類については，他の文献でも言及されている．日本船主協会は，①アジア型，②アメリカ型，③ベトナム難民の襲撃，
④船舶の横取り型，⑤テロリスト/軍隊型，⑥ハイジャック型の 6 類型に分類している．東京海上日動リスクコンサルティング(2008)













図 2.3 ソマリア連邦共和国の地図．  
 
 アメリカ合衆国中央情報局 CIA(Central Intelligence Agency)の The World Factbook によれば，








 ソマリアでは，1991 年 1 月に独裁者モハメド・シアド・バーレによる政権が崩壊して以来，無政
府状態が続き，クラン(氏族)やサブクランを基盤とする武装勢力が割拠して激しい抗争が行われた．
内戦に加え，大量の難民発生，干ばつの深刻化により人道的危機が叫ばれた．この状況に対して，
1992 年に，国際連合は，アフリカ統一機構 OAU(Organization of African Unity)の協力を得て，国
連ソマリア活動 UNOSOM(United Nation Operation in Somalia)を設置し，米軍を中心とした多国
籍軍 UNITAF(Unified Task Force)による希望回復作戦(Operation Restore Hope)を実施した．1993
年には，強制的な武装解除の執行を含む第 2 次国連ソマリア活動 UNOSOMⅡに移行し，人道支援




 1996 年 12 月，エチオピアと政府間開発機構 IGAD(Intergovernmental Authority on Developm- 
ent)の仲介で，アイディード派のソマリ国民同盟 SNA(Somali National Alliance)と北部のソマリ国
民運動 SNM(Somali National Movement)以外の全ての武装勢力の代表がエチオピアの首都アディ
スアベバで和平会議を開催し，国家を再建することを目的としたソデレ和平プロセス(Sodere 
Process for Somalia)を策定した．しかし，アイディード派の不参加によりソデレ和平プロセスは失





平に献身すべく，2000 年 5 月にジブチのアルタで協議を開催した．アルタでの会合は 5 ヶ月に亘り，
市民社会による和平を現実化しようと多くのソマリア市民が参加した．同年 8 月にはソマリア暫定
中央政府 TNG(Transitional National Government)が発足し，暫定大統領としてアブドゥルカシ
ム・サラド・ハッサンが就任した．しかし，旧バーレ派であるハッサン暫定大統領は，旧反政府勢力
から支持を得ることができず，また，TNG 内のイスラム色が強まったことに対してエチオピアや諸
軍閥からの反発が強まり，モガディシュの一部を支配するのみに終わった．その後，2002 年 10 月
にケニアのエルドレッドで IGAD が開催した会議において，敵対行為の停止と国民和解プロセスを
規制する組織と原則に関する合意が生まれた．そのプロセスが 2004 年に実を結び，2 月には暫定連
邦憲章 TFC(Transitional Federal Charter)が施行され，8 月には 4 つの代表氏族が参加した暫定連
邦議会 TFP(Transitional Federal Parliament)が設立，10 月にはソマリアの指導者が 5 年の期限を
もつ暫定連邦政府 TFG(Transitional Federal Government)が成立した．TFG の大統領にはアブドゥ
ラヒ・ユスフ・アーメドが就任し，首相にはアリー・ムハンマド・ゲーディが任命され，2005 年 1
月に閣僚名簿が発表される形で，正式に TFG がナイロビに発足した．TFG は 2005 年 6 月からソマ
リア南西部の都市バイドアで活動を開始したが，反政府勢力の抵抗は継続した． 
 2006 年頃から，ソマリア国内ではイスラム法廷連合 UIC(Union of Islamic Courts)が中心的な勢




復と反テロリズムのための同盟 ARPCT（Alliance for the Restoration of Peace and Counter 
Terrorism を結成した．ARPCT は，2006 年 2 月から 6 月にかけて UIC との間で戦闘状態となるが，
最終的には UIC により打倒され，ソマリア南部は UIC の勢力下に置かれることとなる．ARPCT に
軍事的勝利を収めた UIC であったが，同年 10 月に安全保障上の脅威を感じた隣国エチオピアの軍
によって解体を余儀なくされた．TFG は，エチオピア政府の支援を受けながら，2007 年 1 月にモガ
ディシュを制圧し，南部を軍事的に掌握する局面を迎えた．エチオピア軍に駆逐された UIC の残存
勢力は，2007 年 9 月，エリトリアでソマリア再解放連盟 ARS(Alliance for Reliberalization of 
Somalia)を立ち上げる．TFG は ARS の穏健派を取り込むべく和平交渉を進め，2008 年 8 月に両者
の間にジブチ合意が成立した．2009 年 1 月にはマル・アブディラシド・アリ・シルマルケを首相と
する新内閣が発足し，大統領には ARS の穏健派指導者シャリーフ・アフメドを選出された． 
 2011 年 8 月に暫定期間が終了することを受け，3 月 27 日に TFG の閣僚会議は暫定期間を延長す






2.3.2  ソマリア沖海賊の背景 
 
 ソマリア沖で海賊が多発することには，次の 5 つの理由が認められる． 




 第 2 の理由は，貧困である．内戦状態になる前は，農業，牧畜，漁業が主要産業で，ヤギや魚な
どの輸出が行われていたが，内戦の結果，それらの産業がほとんど壊滅し，国民の大半が難民となっ
た．2002 年には中南部を中心に大規模な飢饉が発生し，全人口の約 3 分の 1 に相当する 150 万人以
上が生命の危機に瀕した．国民難民高等弁務官事務所 UNCHR(Office of the United Nations High 
Commissioner for Refugees)によれば，2011 年 9 月末時点において飢饉でソマリアから周辺国へ逃
れた難民と国内避難民は，国民のおよそ 4 分の 1 にあたる約 240 万人とされている． 






 第 4 の理由は，産業廃棄物の不法投棄である．無政府状態に乗じ，欧州の産廃業者が一部武装勢















米国コロラド州のシンクタンク The One Earth Future Foundation によるプロジェクト Oceans 
Beyond Piracy は，ソマリア沖海賊が世界経済に与えるインパクトに関する報告書「The Cost of 
Somali Piracy 2012」を公表している．報告書によれば，2012 年におけるソマリア沖海賊に関わる











Ransoms & Recovery 31.75 Million
Insurance 550.7 Million




Prosecutions & Imprisonment 14.89 Million
Military Operations 1.09 Billion






















































































               
 





































図 2.8 ソマリア沖海賊の典型的な攻撃手法． 
  

















 国連安保理決議 1851 号において，ソマリア沖海賊問題に関する国際的な協力メカニズムの設置が
言及されたことを受け，2009 年 1 月に「ソマリア沖の海賊に関するコンタクトグループ CGPCS(the 
Contact Group on Piracy off the Coast of Somalia)」が設立した．コンタクトグループ発足と同時に
同会合の下に，5 つの作業部会 WG(Working Group)が設置され，各 WG の結果はコンタクトグルー




力向上，航行船舶が海賊被害を回避する為の手引書 BMP(Best Management Practice)の随時改訂に
ついて検討を行なっている．WG4 は，海賊対策の広報・対外情報発信の強化について検討を行なっ
ている．WG5 は，第 9 回 CGPCS 会合(2011 年 7 月)において新たに設置され，リーダー格の海賊の
捕捉，獲得した資金の遮断について検討を行なっている．CGPCS の会合は，2013 年 11 月までに
15 回開催されており，ソマリア沖海賊の現状及び国際社会の取り組みの概要を纏めたコミュケを作
成し，成果文書として公表している． 
 国連以外の国際会議においても，IMO ジブチ会合(2009 年 1 月ジブチ開催)，G8 プロセス(2013








Atlantic Treaty Organization)と EU(European Union)である．NATO は 2008 年 10 月にアライド・
プロバイダー作戦を開始し，ソマリア周辺海域における WFP(World Food Programme)の人道支援
物資輸送船の護衛と哨戒活動を行う為，海軍部隊 SNMG2(Standing NRF Maritime Group2)を派遣
した．2008 年 12 月に同作戦は EU NAVFOR(EU Naval Force)のアタランタ作戦に引き継がれ，2013
年 12 月現在，フランス，ドイツ，スペイン，イタリア，ウクライナ，ルクセンブルクの艦艇及び哨
戒機が派遣されている．一方，NATO でも独自の活動を継続すべきとの判断から 2009 年 3 月から 6
月までアライド・プロテクター作戦を実施し，2009 年 8 月からはオーシャン・シールド作戦を展開
している．NATO，EU に加盟しない国々も参加する枠組みとして，米国主導の下，CMF(Combined 
Maritime Forces)の CTF-151(Combined Task Forces 151)が海賊対策を行っている．元々，米国は
イラクやアフガニスタンでの対テロ作戦の一環としてペルシャ湾やインド洋で活動する




年 3 月に護衛艦 2 隻を派遣し，アデン湾を航行する船舶の護衛を開始した．また，同年 6 月より P-3C
哨戒機 2 機を派遣し，ジブチを拠点に警戒監視活動を行っている．護衛艦・哨戒機は定期的に交代













表 2.1 海事機関・各国海軍による海賊対策概況．  
EU NAVFOR 
アタランタ作戦 
(2008 年 12 月～) 
・オランダ：艦艇 1 隻 
・ドイツ：艦艇 1 隻 
・スペイン：艦艇 1 隻，哨戒機 1 機 
・ルクセンブルク：哨戒機 1 機 
・イタリア：艦艇 1 隻 
NATO 
オーシャン・シールド作戦 
(2009 年 8 月～) 
・Group1 
 ノルウェー：艦艇 1 隻 
 米国：艦艇 1 隻 
・Group2 
 トルコ：艦艇 1 隻 
 スペイン：艦艇 1 隻 
 ドイツ：艦艇 1 隻 
※各 Group が 6 ヶ月毎に活動． 
CMF CTF-151 




・日本：護衛艦 2 隻，哨戒機 2 機 
・ロシア：艦艇 3 隻 
・インド：艦艇 1 隻 
・韓国：艦艇 1 隻 
・中国：艦艇 3 隻 
・マレーシア：艦艇 2 隻 
・豪州：艦艇 1 隻 













ソマリア沖・アデン湾を航行する船舶は，Best Management Practice と呼ばれる安全ガイドライ
ンに沿って海賊対策を実施することが推奨されている．この安全ガイドラインは，複数の海事機関や
各国海軍の組織などがリスク評価して作成され，ほとんどの船舶がそれを参考にして対策を実行して
いる．Best Management Practice は，ソマリア沖海賊の出没範囲が拡大したことなどを受けて，こ
れまで 3 度更新されている．現在は，2011 年 8 月に発行された BMP4(Best Management Practices 
for Protection against Somalia Based Piracy)が最新版である．BMP4 では，航行船舶が海賊から身
を守る為の重要要件として，MSCHOA(Maritime Security Centre-Horn of Africa)への登録，
UKMTO(UK Maritime Trade Operations)への報告，SPMs(Ship Protection Measures)の実施を挙
げている． 
MSCHOA，UKMTO への報告は，ハイリスクエリア(スエズ及びホルムズ海峡を北端として，南
緯 10 度線及び東経 78 度線で区切られる海域)を航行する民間商船の動静を常にウォッチすることで
海賊による襲撃を回避することを目的としている．MSCHOA は EU  NAVFOR が運営する海上警
備センターであり，航行船舶が EU 護衛艦隊の保護を適切に受けられるよう，船会社等から提出され
た船舶航行スケジュールに基づいて護衛艦艇の配置を調整するという重要な役割を担っている．






界時 8 時)に電子メールで報告することを推奨している．MSCHOA，UKMTO に加え，NATO の情















図 2.10 BMP の定めるハイリスクエリア． 
国際連合の専門機関である IMOが配信した文書MSC.1/Circ.1339(2011年 9月 14
日発行)で引用され国際的にも認知されている．  
  




中央海軍司令部は 8 月 22 日にアデン湾に海上警備エリア MSPA(Maritime Security Patrol Area)を
指定し，ソマリア沖・アデン湾における重点的な哨戒・護衛活動を開始した．MSPA は翌年 2 月に




東経 49 度を比較的被害の少ない夜間から早朝にかけて通航出来るように策定されている．BMP4 に
















図 2.13 アデン湾・紅海南方海域における海賊被害の時間帯別集計． 




では，発行された 2011 年 8 月時点で 18knots 以上の速度で航行する船舶が海賊に乗込まれた報告は
なく，ハイリスクエリア内において高速で航行可能な海域においては最高速力又は 18 ノット以上で






図 2.14 アデン湾・IRTC を航行する船舶の AIS データから取得した船速の分布． 
12knot，23knot に頂点をもち，船舶の航行場所や船種等が船速の分布に影響していると考え
られる．アデン湾の船速で 0knot 付近に分布が見られるのは，停泊中又は投錨中の船舶であ
























































































   -国際海上衝突予防規則ルール 20(b)に沿った，住居区域周囲の露天甲板照明と後方灯． 
































・シタデルの設計と運用の詳細については BMP4 の範囲外であり，詳細については MSCHOA および
















国においては「日本船舶警備特別措置法」の制定により,2013 年 11 月より民間武装警備員の乗船が
可能となった． 
 





































































本研究では，「Live Piracy Map」から抽出して GIS で扱えるようにした 2005 年から 2013 年まで








図 3.1  Live Piracy Map． 






















ハイリスクエリア．                 アデン湾． 
図 3.2 分析対象海域． 
 
 
表 3.1 分析対象海域の面積． 
ハイリスクエリア 1,179 万 5,037.8km2 
アデン湾 44 万 8,912.4 km2












次元描画には，エクステンション 3D Analyst を使用した． 
 
・CrimeStat 3.0 
CrimeStat は，公共政策に特化した調査会社 NED LEVINE & ASSOCIATES が開発した空間的犯




















2005 年から 2013 年までの間にソマリア沖・アデン湾で発生した海賊事案を罪種別にマークを変
えてプロットした地図を図 3.4，図 3.5 に示す．それぞれの地図には，全域的な中心点を示す平均中











































































図 3.4 ソマリア沖における海賊の出没位置．  
2005 年 2007 年 2006 年 
2008 年  2009 年 2010 年 
 2012 年  2011 年 2013 年 
：High Risk Area ：Attempted ：Boarded ：Fired Upon ：Hijacked
：Not Specified / Suspicious ：海賊出没位置の凸包
：「Attempted」の凸包 ：「Boarded」の凸包 ：「Fired Upon」の凸包 ：「Hijacked」の凸包
：平均中心 ：Center of Minimum Distance


































図 3.5 アデン湾における海賊の出没位置．  
2005 年 2006 年 2007 年 
2010 年 2008 年 2009 年 
2011 年 2012 年 2013 年 
：分析対象海域「アデン湾」
：Attempted ：Boarded ：Fired Upon ：Hijacked 
：推奨航行回廊 MSPA ：推奨航行回廊 IRTC 
：Not Specified / Suspicious ：平均中心 ：Center of Minimum Distance 
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 本研究で定めた分析対象海域に含まれる海賊事案の属性別集計結果を図 3.6~8 に示す．発生件数
を見ると，ソマリア沖での海賊被害は，2006 年から 2011 年まで増え続け，それが世界全体の海賊
発生件数の増加に寄与していることが分かる．また，2009 年から 2011 年までのソマリア沖での海
賊被害は世界全体の半数近くを占めており，2008 年にはアデン湾に集積していたのが 2009 年以降
沖合での被害が増加したことが分かる．ソマリア沖での海賊被害は 2012 年以降大きく減少したが，
一方で東南アジア海域，ナイジェリア沖ニジェール・デルタ海域などソマリア沖以外での海賊被害は
増加している．月別の集計結果からは，6 月から 8 月にはソマリア沖での海賊被害が顕著に減少する
傾向が見られ，この時期に吹く季節風(モンスーン)が影響していると考えられる．罪種に着目すると，
ソマリア沖・アデン湾では「Fired Upon」被害と「Hijacked」被害の割合が多い．アデン湾におけ






図 3.6 ソマリア沖・アデン湾における海賊被害件数． 
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図 3.8 ソマリア沖・アデン湾における海賊被害の罪種別集計． 
 
ハイリスクエリア内に含まれる海賊事案から生成した凸包の面積を GIS で測定した結果が図 3.9
である．罪種別に見ると，「Fired Upon」，「Hijacked」の被害が 2008 年までソマリア沿岸付近に分












   海賊出没位置．                罪種別に分けた場合． 
図 3.9 凸包の面積．陸地部分は含まない． 
2013 年の「Hijack」被害は 2 件であった為，凸包の面積は 0 である． 
Attempted Boarded 




















































































































               
図 3.10 ソマリア海岸線から 300km 距離帯の生成． 
図中の海賊事案は，2005 年から 2013 年までの 9 年間に生じたものである．分
析対象海域「アデン湾」内で生じた海賊事案の多くはソマリア海岸線から
300km 以内の海域に含まれ，600km 以内には全ての海賊事案が含まれる． 
ソマリア沖 アデン湾 








































図 3.11 ソマリア海岸線から 300km 毎の距離帯を載せた地図． 
 2005 年 2006 年 2007 年 
 2008 年 2009 年  2010 年 
 2011 年  2012 年  2013 年 
：High Risk Area 
：Attempted ：Boarded ：Fired Upon ：Hijacked ：Not Specified / Suspicious
：ソマリア ：300km 距離帯 ：ソマリア海岸線


























図 3.12 ソマリア海岸線からの距離帯別頻度分布． 
 
2005 年と 2006 年は，ソマリアから 300km 以内の海域において海賊が出没した割合が高く，ソマ
リアから 300km 以降の各 300km 距離帯に含まれる被害件数は 10 件未満であった．2007 年には
300~600km 圏域における海賊被害が増加し，0~300km 圏域で 25 件，300~600km 圏域で 24 件発
生した．2008 年にはアデン湾で海賊被害が集中して発生し，距離圏域 0~300km における被害件数
の増加が目立つ．2005年から 2008年までの「Hijacked」被害に着目すると，2008年に 600km~900km
圏域で 1 件発生したのみであり，それ以外ソマリアから 600km 以上離れた海域では「Hijacked」被
害は生じていない．分布地図から分かるように，2009 年以降海賊はソマリアから離れた場所でも出
没するようになる．2009 年はソマリアから 600~1800km 離れた海域で「Hijacked」，「Fired Upon」
被害が各 300km 距離帯に数件生じ，2010 年にはソマリアから 1800km~2400km 離れた海域におい
て「Hijacked」，「Fired Upon」被害が生じた．2011 年は 0～300km 距離帯で 62 件生じ，またソマ
リアから 300~1800km離れた海域の各 300km距離帯において約 30件もの海賊被害が生じた． 2012
年以降は，ソマリア沖・アデン湾での海賊被害は大きく減少しており，国際的な海賊対策の取り組み
が功を奏したと考えられる． 
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 船舶の輻輳するアデン湾では 2008 年に海賊被害が多発し，同年 8 月 22 日に推奨航行回廊 MSPA
が制定されて各国海軍の軍艦・哨戒機による護衛活動が開始された．重点的な海賊対策が行われた結
果，アデン湾での海賊被害は減少したことが海賊分布地図から確認できる．本節では，推奨航行回廊
付近における海賊出没位置の推移を観察する為，推奨航行回廊から 30km 毎に 270km まで距離帯を
生成して各距離帯に含まれる海賊被害件数を集計した．対象とするのは，推奨航行回廊が制定された
2008 年から 2012 年までの 5 年間である．尚，推奨航行回廊は 2009 年 2 月 1 日に MSPA から IRTC
へ位置変更が行われた為，2008 年の 1 月 1 日から 2009 年 1 月 31 日までは MSPA からの距離帯，












図 3.13 推奨航行回廊からの 30km 距離帯の生成． 
 
 
 図 3.14 に推奨航行回廊付近の海賊分布地図，図 3.15 に各距離帯に含まれる海賊被害の集計結果を
示す．アデン湾における海賊被害は海賊対策が開始された 2008 年から翌年にかけては増加したもの
の，以降は減少に転じている．罪種別に見ると，海賊の船舶への乗り込みを免れ未遂に終わった
「Attempted」被害，「Fired Upon」被害の割合が高く，「Hijacked」被害は 2008 年に 31 件(推奨航





MSPA からの距離帯 IRTC からの距離帯 








































図 3.15 推奨航行回廊からの距離帯別頻度分布． 
 2008 年  2009 年 2010 年 
2011 年  2012 年 2013 年 
：30km 距離帯 ：分析対象海域「アデン湾」
：Attempted ：Boarded ：Fired Upon ：Hijacked ：Not Specified / Suspicious
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表 3.2 分析対象海域の面積． 




表 3.3 分析対象海域に含まれる海賊事案数． 
  2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年
ハイリスクエリア 73  37  76 133 223 213 239  82 31 

























R ൌ ݎ଴ ݎாൗ  
を求める．r0は，現実に分布する n 個の点に関し，各点の最近隣点までの距離 riの平均値， 
ݎ଴ ൌ ∑ݎ௜ ݊ൗ  
である．rE は，理論的なランダム分布を前提とした場合の n 個の点について，各点の最近隣点まで
の平均距離であり，次式で定義される． 






但し，A は対象地域の面積である為，ܣ ݊ൗ は点の密度相当する． 






域の面積 A を点の個数 n で除したものに等しいとする等式を解くことで求められる．それぞれの値
を最近隣指数の式 r0に代入すると，点が正四角形パターンの均等分布を呈するとき，R=2.0，点が正
六角形パターンを呈するとき R=2.149 となる．




 求められた最近隣指数 R に基づき点分布がランダム分布から優位に外れているかどうかについて
は，実際の点分布における最近隣平均距離 r0とランダム分布の最近隣平均距離 rEの間に有意な差が
あるかないかの検定をする．張(2009)によれば，この検定には，平均 0，分散 1 の標準正規分布を呈
する Z スコアを用いる． 
Z ൌ ሺݎ଴ െ ݎாሻ ߪ௥ಶൗ  
但し，ߪ௥ಶはランダム分布から導出される標準誤差であり，次式で定義される． 
ߪ௥ಶ ൌ 0.26136 ට݊ଶ ܣൗ൙
 
 実分布がランダム型であるということを帰無仮説 H0として，求められた Z スコアと一定の有意水
準のもとでの正規確率限界値 Zα(但し，Z0.05=1.960，Z0.01＝2.576 である)を比較し，ܼఈ ൒ |ܼ|である
ならば帰無仮説を採択し，ܼఈ ൏ |ܼ|ならば帰無仮説を棄却する．但し，この統計量は標準誤差がラン
ダム分布から導出されている為，ランダム分布(R=1)との有意差は検定できても，凝集分布(R=0)や



















図 3.17 ハイリスクエリアにおける海賊出没位置の最近隣指数． 
 
表 3.4 ハイリスクエリアにおける海賊出没位置の最近隣分析結果． 
  実測値(km) CSR (km) 最近隣指数 標準誤差(km) Z スコア p 値 
2005 年 84.03 200.98 0.42 12.30 -9.51  ** 
2006 年 207.17  282.31 0.73 24.26 -3.10  ** 
2007 年 101.29  196.98 0.51 11.81 -8.10  ** 
2008 年 51.95  148.90 0.35 6.75 -14.37  ** 
2009 年 61.41  114.99 0.53 4.03 -13.31  ** 
2010 年 67.92  117.66 0.58 4.21 -11.80  ** 
2011 年 72.07  111.08 0.65 3.76 -10.39  ** 
2012 年 134.74  189.63 0.71 10.95 -5.01  ** 
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アデン湾における海賊出没位置の最近隣平均距離は，2005 年から 2007 年まで 87km~132km であ
ったのが，2008 年になると 23km，以降 2011 年まではおよそ 20km と大きく減少した．最近隣平
均距離は観測点数に影響を受ける為，ランダム分布の最近隣平均距離で除算することにより基準化し
た最近隣指数を見ると，2005 年から 2007 年は 1 より大きく分散傾向であると判定され，2008 年以
降は 1 より小さく凝集傾向であることが示された．但し，観測数の少ない 2005 年，2006 年，2013
年に関してはランダム性の判定が有意差は認められなかった．最近隣指数が最も小さかったのは





図 3.18 アデン湾における海賊出没位置の最近隣指数． 
 
表 3.5 アデン湾における海賊出没位置の最近隣分析結果． 
  実測値(km) CSR(km) 最近隣指数 標準誤差(km) Z スコア p 値 
2005 年 87.29  86.50 1.01 11.67 0.07  n.s. 
2006 年 132.29  105.94 1.25 17.51 1.50  n.s. 
2007 年 110.14  89.53 1.23 12.51 1.65  0.10 
2008 年 23.51  34.55 0.68 1.86 -5.93  ** 
2009 年 15.48  30.33 0.51 1.44 -10.35  ** 
2010 年 17.53  40.63 0.43 2.58 -8.97  ** 
2011 年 18.62  39.48 0.47 2.43 -8.58  ** 
2012 年 41.73  63.31 0.66 6.25 -3.45  ** 




































図 3.19 最近隣指数では区別出来ない点分布の例 
 
最近隣指数と同様に，各点の k 番目に近い点までの平均距離から点分布のランダム性を判定する
高次近隣指数が存在し，実分布の k 次近隣平均距離をランダム分布の k 次近隣平均距離で除するこ





 本研究では，k の値に(観測点数)-１を与え，最近隣点から最遠点までの平均距離を算出した． 
 ハイリスクエリアで発生した海賊事案の高次近隣平均距離を図 3.20，高次近隣指数を図 3.21 に示
す．海賊被害が比較的少なく沿岸付近に分布した 2005 年から 2007 年までの 3 年間と 2013 年に関
しては，ORDER 数 10 付近で近隣指数がランダム分布と交差した．2008 年の近隣指数は，ORDER
数が 31~75 で低下，76~93 で停滞し，94~96 で急激に増加してランダム分布の近隣指数と交差した．
2009 年は，ORDER 数が 4~121 において緩やかに増加した。この 2 年間はハイリスクエリアで生じ
た海賊被害の半数以上がアデン湾で生じた為，その影響で近隣指数が 1 を超える，つまり分散傾向
にあると判断される ORDER 数が大きくなったと考えられる．2009 年以降は海賊の出没位置が沖合
付近に範囲を拡大し，かつ全体に対するアデン湾での発生比率は大きく減少した為(2008 年が 71%，
2009 年が 55%，2010 年以降は 30%~35%)，近隣指数が長らく停滞する箇所は検出されなかった． 
アデン湾で発生した海賊事案の高次近隣平均距離を図 3.22，高次近隣指数を図 3.23 に示す．発生
件数が 15 件以下であった 2005 年から 2007 年までの 3 年間と 2013 年に関しては，ORDER 数が 1
もしくはそれに近い値で分散傾向と示された．2008 年に関しては，バベル・マンデブ海峡より西側
で海賊被害は発生せず推奨航行回廊 MSPA 付近で海賊被害が集中して発生した為，近隣指数は緩や
かに増加し，ORDER 数 72 のとき近隣指数が 1 を超えた．2009 年以降バベル・マンデブ海峡より
西側の海域でも海賊が出没し始める為，分散傾向と判定される ORDER 数は小さくなった． 
 
  
































図 3.20 ハイリスクエリアで発生した海賊出没位置の高次近隣平均距離． 
  
 2006 年  2005 年  2007 年 
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図 3.21 ハイリスクエリアで発生した海賊出没位置の高次近隣指数． 
  
 2009 年  2008 年  2010 年 
 2013 年  2012 年 
 2006 年  2005 年  2007 年 














































































































































































































































































































































































図 3.22 アデン湾で発生した海賊の高次近隣平均距離． 
  
 2006 年  2005 年  2007 年 
 2008 年  2009 年  2010 年 
























































































































































































































































































































図 3.23 アデン湾で発生した海賊の高次近隣指数． 
 2009 年  2008 年  2010 年 
 2013 年  2012 年 
 2006 年  2005 年  2007 年 
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3.4.3 Ripley の K 関数 
 
 最近隣平均距離と高次平均距離では，各点から任意の ORDER に対する近隣点までの距離を求め
た後，その平均値のみから点のランダム性を判定した．平均値のみを扱った場合の情報ロスを克服す
る為に，考案された方法の一つが Ripley の K 関数である．この手法では，平均(1 次モーメント)で
はなく，分散(2 次モーメント)に基づき点分布パターンを判定する． 
















図 3.24 K 関数法の概念図． 
 
n 個から成るランダムな点分布が存在するとき，各点に配置した半径 d の円に含まれる他の観測点
を集計する．この操作を全ての点に対して行ったとき，期待される点の数は， 
E൫半径݀の円内に含まれる点数൯ ൌ ݊ܣܭሺ݀ሻ 
で与えられる．n は観測点数，A は対象地域の面積，K(d)は半径 d の円の面積である．完全ランダム
分布 CSR であるとき，期待される点の数は，以下の式で求められる． 
E൫ܥܴܵの場合൯ ൌ ݊ܣߨ݀
ଶ 
一方，実分布における各点 xi に対して半径 d の円を配置し，円に含まれる他の点の個数を Ni(d)
とする．このとき，Ni(d)は 
௜ܰሺ݀ሻ ൌ෍ܫ൫ฮݔ௜ െ ݔ௝ฮ ൏ ݀൯
௜ஷ௝
 
によって得られる．ここで，ฮݔ௜ െ ݔ௝ฮは点 xiと点 xjとの距離である．ܫ൫ฮݔ௜ െ ݔ௝ฮ ൏ ݀൯はデルタ関数
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そこで K(d)の不偏推定量は全ての点に対する Ni(d)の平均 
ρKሺ݀ሻ ൌ 1݊෍ ௜ܰሺ݀ሻ௜
 
として与えられる．ここで対象地域が有限であり，その面積を A とすると点密度ρの推定量は n/A
になる．従って，K(d)の推定量は 
ܭ෡ሺ݀ሻ ൌ ܣ݊ଶ෍෍ܫ൫ฮݔ௜ െ ݔ௝ฮ ൏ ݀൯௜ஷ௝
 
から与えられる．K 関数も平均最近隣距離と同様に，点の個数や密度の影響を取り除く為に基準化さ
れることがある．それは通常 L 関数と呼ばれ， 
Lሺdሻ ൌ ඨܭሺ݀ሻߨ െ ݀ 
と定義される．L 関数の場合，点が完全ランダム分布のとき 0，集中していれば正，分散していれば
負の値をとる． 
 K 関数と L 関数の分布形を表す良い近似式は見つかっていない．その為，与えられている対象地
域の面積と点の個数を用いてモンテカルロシミュレーションを行うことで分布形を計算する．即ち，
所与の領域に所与の個数の点をランダムに分布させ，その都度 K 関数又は L 関数を計算するという
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 5点以下で形成されるクラスタが離れて分布する場合，L関数は狭域では envelope を上回ったが，
広域になると envelope 区間内に分布した．これは，狭域では集中，広域ではランダムに分布してい
ることを示す． 
 ランダムに点を散らした場合，L 関数は全てのスケールにおいて envelope 区間内に分布した．こ
れは，狭域でも，広域でもランダムに分布していることを示す． 
 点間の最小距離を 140km としてランダムに点を散らした場合，L 関数は検索範囲 140km 付近ま
で envelope を下回り，スケールが大きくなると envelop 内に分布した．これは，およそ 140km の
スケール範囲内では分散しており，より大きなスケールではランダムに点が分布していることを示す． 
 均等分布の場合，L 関数はおよそ 300km まで envelope を下回り，それより大きなスケールでは



















































































































































































































































































の面積 A を用いた下式によって得られた値を設定する． 
݀௠௔௫ ൌ √ܣ3  




 算出した݀௠௔௫，݀間隔 の値を表 3.6，任意の海賊出没地点に円を配置した結果を図 3.27 に示す． 
 
表 3.6 円の半径݀௠௔௫，݀間隔 の値． 
dmax d 間隔 
ハイリスクエリア 1144.8km 11.4km 
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ハイリスクエリアに含まれる海賊事案に対して導出された L 関数を，図 3.28 に示す．海賊事案の
ほとんどがソマリア沿岸で生じた 2005 年から 2007 年までの 3 年間は，狭域においては集中分布，
全体としてはランダム分布と判定された．アデン湾で海賊被害が多発した 2008 年は，狭域でも広域




























図 3.28 ハイリスクエリアで発生した海賊出没位置の L 関数． 
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 2008 年  2009 年  2010 年 
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アデン湾に含まれる海賊事案に対して導出された L 関数を，図 3.29 に示す． 2005 年から 2007
年までの 3 年間は，どのスケールにおいても実分布の L 関数がシミュレーションで得た envelop 区
間内に収まり，狭域でも広域でもランダムに分布していると判定された．2008 年になると分布型が
変化し，狭域でも広域でも集中分布と判断された．2009 年から 2012 年までの 4 年間は，集中の度
合いは異なるものの，全体として 2008 年と同様の傾向が示された．2013 年になると，再び実測値


























図 3.29 アデン湾で発生した海賊出没位置の L 関数． 
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図 3.30 カーネル密度推定の概念図 
 
対象地域における観測点の数が n の場合，任意の点(x, y)における確率密度推定値は，以下の式で定
義される． 






















































図 3.31 ハイリスクエリアで発生した海賊出没位置の空間平滑化． 
 
 2006 年 
 2009 年 
 2012 年 
 2005 年  2007 年 
 2008 年  2010 年 
 2011 年  2013 年 




に示す．2005 年から 2007 年までの 3 年間においては，L 関数のグラフで示されたとおり，海賊出
没位置の分布はランダム傾向にある為，際立って密度が高い海域は見られない．2008 年に関しては，
位置変更前の推奨航行回廊 MSPA 付近で密度が高くなっていることが分かる．2009 年になると，位



























図 3.32 アデン湾で発生した海賊出没位置の空間平滑化． 
  
 2006 年 
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表 1 分析対象海域に含まれる罪種別海賊事案数． 
   2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年
ハイリスク
エリア 
全て 73 37 76 133 223 213 239 82 31
Attempted 19 14 34 38 57 55 76 38 5
Boarded 25 13 19 25 10 11 26 9 13
Fired Upon 14 4 10 32 112 95 106 19 8
Hijacked 15 5 13 38 40 49 26 13 2
Not Specified 0 1 0 0 0 0 0 0 0
Suspicious 0 0 0 0 4 3 5 3 3
アデン湾 
全て 15 10 14 94 122 68 72 28 11
Attempted 8 9 11 34 44 34 36 18 5
Boarded 0 0 0 5 0 1 5 0 0
Fired Upon 6 1 0 24 60 20 28 3 2
Hijacked 1 0 3 31 16 11 3 5 2
Not Specified 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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図 2 ハイリスクエリアで発生した海賊出没位置の罪種別高次近隣指数． 
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図 3 アデン湾で発生した海賊出没位置の罪種別高次近隣平均距離． 
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図 5 ハイリスクエリアで発生した「Attempted」被害の空間平滑化． 
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図 6 ハイリスクエリアで発生した「Boarded」被害の空間平滑化． 
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図 7 ハイリスクエリアで発生した「Fired Upon」被害の空間平滑化． 
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図 9 アデン湾で発生した「Attempted」被害の空間平滑化． 
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図 10 アデン湾で発生した「Boarded」被害の空間平滑化． 
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図 11 アデン湾で発生した「Fired Upon」被害の空間平滑化． 
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図 12 アデン湾で発生した「Hijacked」被害の空間平滑化． 
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